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抄録：精神科救急病棟における服薬支援の実態とその課題を明らかにし、服薬支援を検討する基礎資料を得る目的で、
全国の精神科救急病棟104施設に勤務する看護師に質問紙調査を依頼した。協力のあった72施設1157名のスタッフの
回答を分析し、同施設の病棟管理者の回答と比較した。服薬支援マニュアルを「作成している」は47.6％、「未作成」
は46.7％、「準備中」は3.5％であった。民間病院での作成率は国公立病院より低かった。また、同じ病棟内でも回答
にバラツキが見られた。服薬支援は高率で実施されており、マニュアル有りの回答者の94.5％、無しの回答者でも
83.5％にみられた。服薬支援の殆どは看護師が実施しており、薬剤師の関与は通常で19.2％から拒薬時には1.7％と
激減していた。服薬支援を実施している看護師の73.6％が、「効果がある」と回答した。一方、「院内での服薬支援の
具体的な教育」が実施されているのは、30％に満たなかった。以上の結果から、服薬支援マニュアルの整備とスタッ
フへの周知と共有、看護師への服薬支援の教育、薬剤師の服薬支援への積極的な参加の必要性が示唆された。
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Ⅰ．はじめに

日本では1960年代から、精神科病院の隔離政策が実施
され、長期入院がもたらされるようになった。しかし、
1988年に精神保健法が施行、精神科救急の制度が導入さ
れ、その後入院期間を短縮するための努力が続けられて
きた。現在全国には精神科救急病棟を有する約130の病
院（施設）がある。精神疾患に於いて急性期と慢性期で
は求められる医療の質・量が異なり、急性期において重
点的なチーム治療を行えば、多くのケースで早期の退
院、社会復帰も可能になるとされる。精神科救急は精神
科医療の先端の担い手である。

精神科救急で扱うことが多い疾患は統合失調症であ
る。統合失調症は再発し易く、初発で精神病症状が軽快
しても、服薬を中止した場合、 1 年以内に約80％が再発
すると言われる( 1 )。患者の多くは「病識」を持ちにくく、
自ら進んで服薬をしないことが多いとされる。統合失調
者の薬物療法は重要であり、患者から医療を受けること
の同意を得、薬物療法での薬の効果や副作用などの説明
し、服薬したがらない患者には理由を聞き、患者が自身
の病気に気づき、自ら進んで服薬が行える等の支援が患

者の退院への支援であり、再発防止に重要な課題である。
先行研究としては、共同研究者の野中浩幸らが「精神

科救急病棟における服薬支援の現状と課題 ― 病棟管理
者へのアンケート調査から」（2016）で発表している。こ
の研究では、全国の精神科救急病棟を担当している60名
の管理者に服薬支援の考え方やあり方、看護師の行う服
薬支援の意義を調査した。結果として服薬支援における
看護師へのサポートと教育は十分でなく、教育機会の提
供と活用できる服薬支援マニュアル作成の必要性を明ら
かにした。また、この研究の一部は、野中ら（2014）、清
水ら（2014）、冨田ら（2015）が学会発表として報告した。

本研究では、精神科救急病棟の看護スタッフの服薬支
援の実態を、服薬支援マニュアルの作成状況、看護師の
行う服薬支援の効果、チーム医療、服薬支援の教育の実
態を明らかにし、同病棟の管理者の結果と比較しなが
ら、課題を明らかにしすることとした。

用語の説明
服薬支援：おもに統合失調症の患者に、抗精神病薬に関
する効果や副作用などの説明を通して服薬をすすめてう
ながす、拒薬や棄薬がある場合はその理由を聞くなど、
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服薬に関して一緒に考えること。また、自己管理を目標
として服薬行為を習慣づけられるように支援するなどの
行為をさす。マニュアルは、これらに対しての方法が記
載されているものをさす。

Ⅱ．方 法

1 ．対象者：精神科救急病棟を持つ全国104病院(2012年
10月 1 日現在)で、複数の精神科救急病棟を有する
病院は 1 病棟を選択してもらい、 1 病院ごとに病棟
看護管理者 1 名（総計104名）とその病棟看護スタッ
フ（総計2600名）に調査票を送付した。

2 ．調査方法：無記名自記式のアンケートと研究の説明
書を対象者に郵送し、返送・回答のあった者をこの
研究に同意・協力が得られたものとした。

3 ．調査項目：基本属性（年齢、性別、精神科看護師経
験年数、看護師経験年数）、服薬支援に主に関わっ
ている職種、拒薬時の対応職種、服薬支援マニュア
ル配備の有無と使用状況、服薬支援の開始時期、看
護師への教育・研修等の35項目であった。

4 ．統計解析：SPSS によるχ2 検定、t 検定を用いた。
なお、統計処理上 p＜0.05を有意水準とした。

5 ．倫理審査は藤田保健衛生大学倫理審査委員会で承認
（HM16-001）を得た。

Ⅲ．結 果

1．基本属性
72施設のスタッフ1202名（回収率48.1％）から回答が

あった。そのうち、基本属性に欠損値の無い1157名（回
収率46.3％）を解析対象とした。性別は、女性652名

（56.4％）、男性505名（43.6％）で、女性が若干多かった。
男性看護師の割合は全国の就業看護師の男性看護師率
6.2％（平成24年衛生行政報告例の概況）との比較では、
約 7 倍であった。男性は精神科領域の特殊性、すなわち
精神状態が悪化している患者の粗暴行為や暴力への対応
等で男性が求められることが多いことに関連している。
表 1 に示すように、平均年齢では男性が若く、精神科経
験年数は男性の方が長かった。

表 1 性別・年齢と看護経験 n＝1157

注：（ ）内は標準偏差

対象者の年代別比率を、図 1 に示す。性別で比較する
と20歳代は男女で変わりないが、30歳代は男性の割合が
多く、50歳代は女性の方が占める割合が多かった。

対象者の看護経験を、精神科看護のみの経験者と他科
の看護経験が有る者とに分けた結果を図 2 に示す。女性
は他科の看護経験者が652名中426名（65.3％）で、他科
の看護経験が有る者が多く、男性では505名中269名

（53.3％）が精神科看護経験者で他科を経験している者
より多かった。

図 1 対象者の性別と年代 n＝1157

スタッフの所属する72施設の設置体別の内訳は、国立
病院 2（2.8％）、公立病院24（33.4％）、民間病院46

（63.9％）であった。

図 2 性別と他科経験の有無 n＝1157

表 2 に示すように、回答したスタッフ数は国立病院24
名（2.1％）、公立病院383名（33.1％）、民間病院750名

（64.8％）であった。

表 2 設置主体別の管理者とスタッフ
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国立 公立 民間 全体

管理者
2 24 46 72

2.8％ 33.4％ 63.9％ 100.0％

スタッフ
24 383 750 1157

2.1％ 33.1％ 64.8％ 100.0％

女性 男性 合計

性別
652名 505名 1157名
56.4％ 43.6％ 100.0％

平均年齢
39.7歳 36.5歳 38.3歳

（10.33） （7.11） （9.41）

看護師経験
14.7年 10.8年 12.9年

（9.74） （7.51） （9.04）

精神科経験
8.1年 8.9年 8.4年

（7.09） （7.06） （7.09）



また、総合病院と単科精神病院の比較では、総合病院
精神科19病棟（26.4％）、単科精神科53病棟（73.6％）
であったが、対象スタッフ数は表 3 に示すように、総合
病院精神科285名（24.6％）、単科精神科872名（75.4％）
であった。

表 3 総合病院と単科病院の回答者数と比率

2．服薬支援マニュアルについて
1 ）服薬支援マニュアルの作成状況
服薬支援マニュアルの作成状況は、回答のあった1130

名中、「作成している」が550名（48.7％）、「まだ作成
してない」が40名（47.8％）、「現在、準備中である」が
40名（3.5％）であった。作成しているは半分に満た
なかった。

一方、管理者のマニュアル作成についての回答は59名
中、「作成している」が35名（59.3％）、「まだ作成して
ない」が22名（37.3％）、「現在、準備中である」が 2 名

（3.4％）であった。図 3 に示すように管理者は 6 割弱が
作成しており、管理者の方がマニュアル作成していると
の回答が多かった。（χ2 検定、p＜0.001）。

図 3 マニュアル作成の状況
管理者n＝72 スタッフn＝1157

(1) 管理者とスタッフの回答の比較
管理者の回答とスタッフの回答内容一致状況を図 4 に

示した。スタッフの所属する72病棟の管理者のマニュア
ル作成状況は「作成している」35名（48.6％）、「まだ作
成していない」22名（30.6％）、「作成中」2 名（2.8％）、

「不明」13名（18.1％）であった。「マニュアルを作成し
ている」と回答した管理者の35名の病棟スタッフ522名
の回答は「作成している」が291名（55.7％）、「まだ作
成 し て な い」が 198 名（37. 9％）、「作 成 中」が 19 名

（3.6％）、不明が14名（2.7％）であった。また、「まだ
作成してない」と回答した管理者の22名の病棟スタッフ

387名の回答は、「作成している」が140名（36.2％）、「ま
だ作成してない」が222名（57.4％）、「作成中」が17名

（4.4％）、不明が 8 名（2.1％）であった。「作成してい
る」と回答した管理者と同じ病棟のスタッフで「作成し
ている」と回答した比率、及び「まだ作成してない」と
回答した管理者と同じ病棟のスタッフで「作成していな
い」と回答した比率は 6 割に満たなかった。また、同じ
病棟内で管理者とスタッフが全員同じ回答であったのは
一病棟のみであった。90％以上の一致は 6 病棟で、マ
ニュアルの存在がスタッフに周知されていない現状が推
察された。

図 4 管理者のマニュアル作成状況の回答で分類した同
じ病棟のスタッフの回答

(2) スタッフの設置体別マニュアルの作成状況
設置体別にスタッフの回答で服薬支援マニュアルの作

成状況をみると図 5 のとおりである。回答のあった1130
名のなかで、国立では24名中17名（70.8％）、公立病
院では396名中218名（58.0％）、民間病院では730名中
315名（43.2％）と民間病院で最も低かった（χ2 検定
p＜0.001）。

図 5 マニュアルの作成状況設置体別（スタッフ）

比較のために、管理者の設置体別作成状況を図 6 に示
した。国立病院（ 1 名）以外は公的病院、民間病院、全
体とともに管理者の方が「作成している」と回答した割
合が高かった。この結果は、マニュアルの存在を知らな
いスタッフの存在を示すものである。
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総合病院 単科病院 合計

管理者
19 53 72

26.4% 73.6% 100.0%

スタッフ
285 872 1157

24.6% 75.4% 100.0%



図 6 設置体別マニュアルの作成状況（管理者）

2）服薬支援マニュアルの使用状況
マニュアルを作成していると回答したスタッフ550名

中532名がマニュアルの使用状況について回答した。そ
の中で、「常時使用している」が224名（42.1％）、「必要
時使用している」が267名（50.2％）、「使用していない」
が41名（7.7％）で、「常時使用」と「必要時使用」を合
わせると491名（92.3％）が使用していた。

一方管理者ではマニュアル作成していると回答した35
名中 34名が回答し、「常時使用している」が22名

（64.7％）、「必要時使用している」が12名（35.3％）で
「使用していない」は無かった。マニュアルがある場合
は「常時使用」と「必要時使用」を合わせると全ての病
棟で使用されていた（図 7 ）。

図 7 マニュアルの使用状況
スタッフ n＝532 管理者 n＝34

3．服薬支援について
1 ）服薬支援実施状況（管理者との比較）
服薬支援の有無について、管理者は72名中61名が回答

した。その中で「はい」は59名（96.7％）、「いいえ」は
2 名（3.3％）であった。スタッフでは、回答者1138名
中「はい」は1020名（89. 6％）、「いいえ」は118名

（10.4％）であった。管理者とスタッフ間に服薬支援の
認識の差がみられた（χ2 検定、p＞0.05）。

図 8 服薬支援の実施状況（管理者とスタッフ）
スタッフ n＝1138 管理者 n＝61

2 ）服薬支援マニュアルの作成状況と服薬支援
マニュアルの作成の有無による支援状況の違いをみる

と、「マニュアルを作成している」と回答したスタッフ
544名中520名（95.6％）が服薬支援を行なっていた。一
方、マニュアルを「未だ作成していない」と回答したス
タッフ536名中451名（84.1％）が支援を実施していた。
マニュアルが存在することは服薬支援につながることが
示された（χ2 検定、p＜0.05）。

管理者では「マニュアルを作成」と回答した35名中34
名（97.1％）、「マニュアル未作成」と回答した22名中21
名（95.5％）、「マニュアル準備中」と回答した 2 名中 2
名が（100.0％））が服薬支援をしていた。管理者はいず
れも95％以上が服薬支援をしていたが、スタッフでは

「未作成」、「準備中」の回答者の実施率が低かった。

図 9 マニュアルの有無と服薬支援の有無 n＝1120

3 ）服薬支援の対応職種 ～チーム医療～
（1）服薬支援の対応職種（通常と患者拒薬時）

服薬支援を行なっていると回答した1120名中970名
が、通常の服薬支援に主にかかわっている職種につい
て回答した。結果は、医師43名（4.4％）、看護師726名

（74.8％）、薬剤師192名（19.8％）、その他 9 名（0.9％）
であった（図10）。

一方、拒薬時の服薬支援に主にかかわっている職種に
ついて回答した979名では、医師109名（11.1％）、看護
師849名（86.7％）、薬剤師17名（1.7％）、その他13名

（0.7％）であった。拒薬時では薬剤師の対応が激減して
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いた。通常と拒薬時では対応職種の割合に差が認められ
た（χ2 検定、p＜0.001）。通常と拒薬時に関わらず服
薬支援では看護師が服薬支援の大半を行なっていた。

（ 2）服薬支援時のサポートの有無
看護師が服薬支援を行うとき、何らかのサポートがあ

かを尋ねた。服薬支援をしている看護師726名中688名か
ら回答があった。「はい」が396名（59.3％）、「いいえ」
が177名（26.5％）、「場合による」が95名（14.2％）で
あった。「はい」と「場合による」を合わせると73.5％
であった。

管理者では58名の回答で41名（70.7％）が「はい」で、
「場合による」は 9 名（14. 3％）、「いいえ」は 8 名
（13.8％）であった。管理者の場合も「はい」「場合によ
る」を合わせると85.0％となった。管理者の比率はスタッ
フより高く、有意差がみられた（χ2 検定、p＜0.05）。

( 3 ) マニュアル作成とサポート
マニュアル作成状況とサポートの有無の関係を図11に

示す。「マニュアル作成している」は360名中250名
（69.4％）が「サポートがある」と回答し、「まだ作成し
ていない」では284名中134名（47.2％）、「現在作成中」
は24名中12名（50.0％）が「サポート有り」と回答した

（χ2 検定、p＜0.001）。マニュアルの作成はサポート体
制に効果をもたらすことが示唆された。

図11 マニュアル作成状況とサポートの有無 n＝668

4 ）服薬支援の治療上の効果について
( 1 ) マニュアル作成の有無と治療的効果
看護師が服薬支援を行なっていると回答した726名に

「服薬支援を行なうことは治療上効果的か」尋ねた。そ
の結果を図12に示す。回答のあった697名中「思う」は
525名（75.3％）、「思わない」は10名（1.4％）、「どちら
ともいえない」は162名（23.2％）で、治療上の効果が
あるとの回答が多かった。また、マニュアルの有無との
関連をみると、マニュアルを「作成している」は366名
中291名（79.5％）が「思う」と回答し、「未だ作成して
いない」では307名中220名（71.7％）、「現在作成中」は
24名中14名（58.3％）が「思う」と回答していた。マニュ
アルが有る方が治療的効果があると回答したスタッフが
多く、有意差がみられた（χ2 検定、p＜0.05）。マニュ
アルの作成は服薬支援の治療的効果をもたらすことが示
唆された。

図12 マニュアル作成と看護師の行う服薬支援は治療上
効果的か n＝697

( 2 ) 治療上効果的理由とその程度
看護師が服薬支援することは治療上効果的である、と

回答した534名（73.6％）に、7 項目について 5 段階（⑤
強く思う、④思う、③どちらともいえない、②思わない、
①全く思わない）で程度を選択してもらった。効果的の
理由として次の 7 項目の回答を求めた。

(1) 看護師の業務だから
(2)「患者－看護者」の信頼関係の構築に必要だから
(3) 看護師は患者と関わる時間が最も長いから
(4) 症状の安定に効果的だから
(5) 患者さんの不安や疑問は医師より看護師が訴えや

すい
(6) 副作用の早期発見につながるから
(7) 服薬支援と同時に症状の観察に有効だから

その結果を図13に示す。
7 項目全体の集計で「強く思う」は延数3725名中821

名（22.0％）、「思う」は2308名（62.0％）で「強く思う」
と「思う」の合計が大半3129名（84.0％）を占めた。項
目別では、「 7 ．服薬支援と同時に症状の観察に有効だ
から」で529名中「強く思う」（24.4％）または「思う」

（69.8％）で最も多く、次いで「 3 ．看護師は患者と関
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図10 服薬支援の対応職種
通常 n＝970 拒薬時 n＝979



わる時間が最も長いから」で533名中480名（92.3％）が
「強く思う」（31.9％）または「思う」（60.0％）であった。
一方最も少ないのは「 5 ．患者さんの不安や疑問は医師
より看護師が訴えやすい」で533名中326名（61.2％）が

「強く思う」（15.4％）または「思う」（45.8％）、次いで
「 2 ．「患者－看護者」の信頼関係の構築に必要だから」
が533名中434名（81.4％）が「強く思う」（19.9％）、ま
たは「思う」（61.5％）であった。「 5 ．患者さんの不安
や疑問は医師より看護師が訴えやすい」では「どちらと
もいえない」が198名（37.1％）で、患者にとって看護
師が訴えやすい存在ではないと捉えている看護師が多
かった。

図13 服薬支援が治療上効果的である理由と程度

5）服薬支援方法の教育について
（ 1）病院内で服薬支援方法の具体的な教育が行われ

ているか
病院内で服薬支援方法の具体的な教育が行われている

か、については回答のあった管理者58名のうち「はい」
は13名（22.4％）、「いいえ」は38名（65.5％）、「場合に
よる」は 7 名（12.1％）であった。管理者の 2/3 は服薬
支援教育が行なわれていないと回答した。

スタッフでは、688名中「はい」は209名（30.4％）、「い
いえ」432名（62.8％）、「場合による」は 7 名（6.8％）
であった。管理者・スタッフいずれにおいても「具体的
な教育の実施」について「いいえ」は 6 割を超えていた。
精神科領域において薬物療法が重要であるといわれるな
かで、服薬支援に苦慮し、効率よく実施されていない実

態が浮かび上がった。
｢はい」、「いいえ」、「場合による」の回答にはそれぞ

れ自由記載欄を設けた。「はい」には71名の記載があっ
たが、研修会、勉強会など研修名の記載が殆どで、具体
的な教育の内容については記載が無かった。支援方法の
具体的教育については、「副作用の研修はあるが、支援
方法までは無い」との記載もあった。

( 2 ) マニュアル作成と教育研修の実施
服薬支援の具体的な教育の実施とマニュアルの作成状

況との関係を両方の質問に回答した681名で解析した。
マニュアルを作成しているスタッフ362名中「具体的教
育が実施」されていたのは142名（39.2％）で、「まだ
作成してない」スタッフで「具体的教育」を実施してい
るのは293名中58名（19. 8％）であった（χ2 検定、
p＜0.001）。マニュアル作成されていることが具体的教
育につながる可能性が示唆された。

図15 マニュアル作成の有無と院内の具体的教育の有無
スタッフ n＝681

（ 2）服薬教育を行うためには、看護師への教育・研
修が必要と思うか。

回答のあった710名中、「はい」が648名（91.3％）、「い
いえ」が 5 名（0.7％）、「どちらともいえない」が57名

（8.0％）で教育・研修の必要度を認めるものが多かった。

図16 服薬教育を行うためには看護師への教育・研修が
必要か n＝710

中部学院大学・中部学院大学短期大学部 研究紀要第18号(2017）31－40

― 36 ―

図14 院内の服薬支援の具体的教育の有無
管理者 n＝58 スタッフ n＝688



Ⅳ 考 察

本研究では、精神科救急病棟における看護スタッフの
服薬支援の実態をアンケート調査した。その結果、マ
ニュアル作成の必要性、服薬支援の具体的教育・研修の
必要性、サポート体制の充実などの課題が明らかに
なった。

1 マニュアル作成と服薬支援
服薬支援マニュアルの作成状況は管理者の回答で 6 割

弱であったが、管理者とスタッフでは回答が異なり、ス
タッフは半分に満たなかった。スタッフの中にはマニュ
アルの存在を知らないスタッフがいること、マニュアル
の認識レベルに差があることが推察された。

施設ごとにみると図 4 に示したように、管理者が「作
成している」と回答している施設でもスタッフの中には
マニュアルの存在を知らない者が4割近くいる実態が見
られた。

マニュアルがあると回答したスタッフでは、「常時使
用」、「必要時使用」を合わせると92.3％が使用しており、
マニュアルがあることを知っていれば、使用していたと
考えられる。従って、マニュアルの存在をスタッフが
知っていることが重要であると考えられる。ちなみに管
理者ではマニュアルが在ると回答したのは35名で、その
うち「常時使用」22名、「必要時使用」12名で、両方合わ
せて97.1％が利用しており、スタッフより高値であった。
今回の調査で、管理者が「作成している」と回答してい
る病棟のスタッフの37.9％は「作成してない」と回答し
ていた。スタッフにマニュアルの存在が周知されていな
い実態があることが示された。今後はマニュアルの存在
を周知することにより、服薬支援に効果が期待できるで
あろう。

一方、管理者が「まだ作成していない」と回答した施
設の病棟スタッフの約36％がマニュアルがあると回答し
た。 4 割のスタッフはマニュアル作成の有無について異
なったとらえ方をしていた。この相違の原因の一つは

「服薬支援マニュアル」のとらえ方の違いによる可能性
もある。今回のアンケートで「服薬支援マニュアル」は、

「与薬マニュアル・服薬手順などを含む」としていた。
しかし、マニュアルの作成は、「服薬管理マニュアル」
と「服薬支援マニュアル」と区分けして作成していると
ころもあり、質問内容によって「服薬管理マニュアル」
はあるが「服薬支援マニュアル」は無いと考え、回答し
たスタッフもいた可能性がある。

スタッフによるマニュアルの存在の把握という点から
みると、服薬支援時のサポートでもマニュアル有り回答
者の69.4％、服薬支援の治療上の効果ではマニュアルが
有りが79.5％で、マニュアル有り回答者群が無し回答者
群より、サポートや治療上の効果があるとの結果であっ
た。マニュアル作成は作成過程での検討などがチーム医

療に、また服薬支援という看護行為の意味付けを意識化
するなど、看護の質にも影響していることがうかがえた。

設置体別のマニュアルの作成状況は国立病院、公立病
院より民間病院が作成率が低かった。日本においては全
精神病床の90％、今回の調査でも65％を占める民間病院
において、マニュアルが作成されることは大きな課題で
あると共に、服薬支援の進展に期待ができる。

今回は退院に向けての、服薬支援の詳細な実践方法に
ついては調査出来ていないが、今後は、手順的な服薬管
理マニュアルと、患者の個別性を踏まえる退院支援服薬
マニュアルとは分けて検討する必要もあるであろう。

また、既存の精神科看護ガイドラインとして「詳説精
神科看護ガイドライン｣( 7 )があるが、この中では服薬支
援に関する記載はわずかであり、現場での具体的対応に
即したものとはなっていない。その点で、個別の病院レ
ベルではなく、学会か協会レベルでのマニュアルやガイ
ドライン作成の努力も必要かもしれない。精神科救急病
棟ではクリニカルパスを導入している病棟が増えてきて
いる。今後、より個別的で具体的な支援内容をクリニカ
ルパスに組み込むような検討も必要であろう。

2 服薬支援とチーム医療
通常の服薬支援では患者との対応は殆どを医師・看護

師が担って、薬剤師は20％弱であった。患者の拒薬時は
医師と看護師が対応し薬剤師は 2 ％ほどで少なかった。
総合病院の精神科病棟では専門の薬剤師が配置されてい
るところもあるが、単科精神科病院でもこのような配置
が必要と思われる。拒薬時における薬剤師の対応につい
ては、患者情報の共有など、医療チーム内でのサポート
が必要である。

服薬支援時、スタッフの約60％が「サポートがある」
と回答し、「場合による」を含めると、約71％がサポー
トがあると回答している。チーム医療が実践されている
実態が示唆された。しかし、管理者のサポート有りの回
答は看護スタッフより高く約86％で有意差が認められ
た。これは、患者の拒薬時に薬剤師の支援が通常に比較
し激減することと関連すると考えられる。

看護師は患者の生活という視点から支援するが、拒薬
時などに抗精神病薬の説明といういわば、専門以外の領
域での対応も求められることになる。こんな時「薬剤師
がいたら・・」と思うのはごく自然なことと考えられる。
管理者とスタッフに現状認識に違いがあることがが示唆
される。

今回の調査では、PSW（精神保健福祉士）や OT（作
業療法）、CP（臨床心理士）との連携体制については把
握できなかった。

3 看護師の行う服薬支援の有効性
服薬支援の有効性の理由として、「強く思う」「思う」

を合わせると、「支援と症状観察に有効」「関わる時間が
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最も長い」が90％以上であった。一方、理由として回答
の低かったのは「看護師に訴えやすい」であった。精神
科救急病棟では、精神状態が妄想や幻聴が重症で他人を
寄せ付けない場合も多い。「・・・される」などの作為
体験や被害妄想を併せ持ち、患者と看護師との信頼関係
は成立以前の、患者にとっては時には侵入者であった
り、迫害者のひとりであったり、敵であったりする。こ
うした状況を踏まえると、看護師は患者にとって訴えや
すい存在ではないことが多い。従って、患者にとって看
護師は訴えやすい存在と映っていないとの認識は、こう
した患者と関わるには時欠かせない。むしろそうした関
係であるという現実認識は患者とのトラブルを防止する
うえで重要であると考えられる。そして更に服薬を勧
め、信頼し安心してよいという姿勢・態度で関わる中で、
患者は看護師を相談相手として求めてくるようになるは
ずである。

4 教育・研修の現状と必要性
管理者において服薬支援の具体的研修がされていない

という回答は、精神科における服薬療法を物語ってい
る。すなわち、具体的な研修が必要であるが、「何を」、

「どの様に」という服薬支援の方法が定式化されていな
い現状がある。無論、服薬支援の管理マニュアルと呼ば
れるものはあるが、「退院に向けた服薬支援」の具体的
定式的なマニュアルが無いということである。現状では
それぞれの患者さんに合わせて支援を行なっており、今
後は多くの事例を元に検討し服薬支援の方法が定式化す
る努力が必要と思われる。

また個々のスタッフによる自主学習も重要であるが、
それが継続されにくいのは、学習内容が膨大であるこ
と、医師等に依頼することで対応できている現実があ
る。けれども、看護師が毎日行う患者への服薬支援（与
薬）は、単にメッセンジャー業務ではなく、病気を受け
入れ服薬を継続するよう支援することも看護師の業務で
ある。患者の生活を支援するには看護師にとって服薬支
援は欠かせない。

Ⅵ ま と め

1 ．服薬支援マニュアルを作成していない病棟が多く、
マニュアルを作成することで、看護者自身の服薬支援
の方法や意義の意識化や他職種との連携に効果をもた
らすことが期待できる。

2 ．服薬支援の教育は看護師が有効に活用できるものに
なっておらず、学習の要求が高い。患者の看護という
視点に基づいた、教育内容の検討や教育の機会を多く
する必要がある。

3 ．服薬支援マニュアルの有無について、スタッフに充
分に周知していないことが考えられる。研修会や定期
的な見直し等をすることで、更なる服薬支援の意識化

をはかる必要がある。
4 ．管理者とスタッフの間には、見解の違いも見られ
た。管理者はスタッフに周知し、スタッフの現状を把
握し、チームの強化を図る必要がある。

5 ．薬剤師の病棟配置が急がれる。特に拒薬時での対応
はチーム医療を推進すると考えられる。

Ⅶ 研究の限界

アンケートは回答のあった看護師の結果であり、医師
や薬剤師、或いは患者からの回答は含まれていない。ま
た、服薬支援マニュアルについての説明が不十分で一部
の対象者に共通理解がされていなかった可能性がある。

Ⅷ おわりに

厚生労働省は平成23年 5 月18日「精神医療について」
を発表した。その中で「精神医療の質の向上」、すなわ
ち「薬物療法、心理社会的療法など、個々の患者に提供
される医療の質の向上」を挙げている。患者が地域で生
活できるための服薬支援が欠かせない。

最近では、統合失調症の患者に病名の告知もされ、当
事者も徐々にではあるが、自分が統合失調症であること
を公にするというようなこともある。かつては困難とさ
れていた病気の受容ができるようになってきた。精神の
病を発症した患者がまず受診するであろう精神科救急は
この要である。このために薬物療法は重要であることは
述べるまでも無い。服薬支援方法が定式化されること
で、精神医療の質の向上につながると考える。
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Present Status of Support for Medication Administration in Acute Psychiatric Wards
― Based on a Survey with Nurses Working in Acute Psychiatric Wards ―

Kazunori SAKAI, Hiroyuki NONAKA, Jun SHIMIZI
Emiko ITO, and Akichika MIKAMI

Abstract：In order to clarify the present status of support for assisting patients with taking their medication, we
surveyed 1157 nurses in the acute psychiatric wards of 72 hospitals nationwide and compared their responses to
those provided by the chief of each ward for the same survey. Approximately half (47.6%) of the nurses in the
acute psychiatric wards reported that they had a compliance assistance manual for medication support. On the
other hand, the other half of participants (46.7%) reported that they did not have one. The proportion of staff
with a compliance manual was lower in private hospitals than in national or public hospitals. Provision of
medication support for patients with acute phase psychiatric disorders was prevalent (94.5%) in the group with
the compliance manual, as well as in the group without the manual (83.5%). Most of the medication supports
were carried out by nurses and the involvement of pharmacists was minimal or rare, especially at the time of
patient refusal. Most nurses involved in medication support (73.6%) believed that their support activities were
effective. Meanwhile, an educational course for staff to encourage medication support was only provided in a
small proportion (less than 30%) of hospitals. The results suggest the necessity of the manual and its promotion,
education programs for staff, and the involvement of pharmacists in the medication support for patients with
acute phase psychiatric disorders.

Keywords：acute psychiatric wards, medication support, nurses
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